
地域で活躍する多様な人材の発掘、ネットワーク化を図ることを目的に、地域で活動する
様々な分野の方々を交えたワークショップを開催します。

各区でワークショップの開催

事業費：4,000千円　（500千円/区）

・財源措置

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 政策企画部 課名 政策調整課

事業名 地域で活躍する多様な人材ネットワーク化事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 4,000 4,000 

特 定 財 源

一 般 財 源 4,000 4,000 

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

【事業内容】

R9年度

歳 出

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入



地域コミュニティ協議会のリーダー等を対象に、「地域経営」の視点で団体を運営するスキルの向上
を図り、運営体制や活動内容の適正化、多様な主体の連携による人材や財源確保の取り組みを支
援し、持続可能な地域づくりを推進します。

（１）「持続可能な地域づくり基礎・実践研修」
地域コミュニティ協議会の活動の見える化、また市民ニーズを把握し、活動の見直しや運営の
支援を実施することで、協議会の持続可能化を図ります。

（２）「地域課題対策実践講座」
希望するコミ協等を対象に、地域経営の視点から課題設定力・解決力向上を図る講座を実施し、
各団体ごとに、課題の設定から取り組みの実施に向け伴走支援を行います。

（３）「自治会課題実態調査」
人口減少がさらに進むことが予測される中で、有事の際などに機能する自治会の重要性が
高まる中、その有用性を高めるため、自治会活動の負担感の背景などについてアンケート
調査を行います。

・財源措置
一般財源：9,500千円

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 市民生活部 課名 市民協働課 様式２
単位：千円

事業名 地域経営力向上支援事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 9,500 9,500 

特 定 財 源

一 般 財 源 9,500 9,500 

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出 7,000 5,500 4,000 未定

【 そ の 他 】

【事業内容】

歳 入



各区役所や本庁各部から提示された区域や市域の課題（テーマ）に対して、民間や若手人材
などの柔軟な発想を活用するため、民間企業を含め多様な主体から広く事業提案を募集し、
課題解決に寄与する取組を支援するとともに、自主運営で持続的に地域の振興に貢献する、
次代の地域づくりの担い手を発掘します。

【事業主体】 民間企業、 NPO法人、大学、公益法人、研究所、その他任意団体など
※市外の企業も対象

【補助期間】 連続する３年度以内

【補助率】 １０／１０

【補助上限額】 ３年度で300万円（各年度の配分は自由）　　ただし、単年度の上限額は200万円

・財源措置

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 市民生活部 課名 市民協働課 様式２
単位：千円

事業名 多様な主体との協働推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 21,344 21,344 

特 定 財 源

一 般 財 源 21,344 21,344 

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出 27,016 32,016 32,016 32,016

【 そ の 他 】

歳 入



仕事と家庭生活のバランスを取りながら、個人の状況に応じて多様な生き方を選択できる
社会の実現のためには、若年層のうちから、女性だけでなく、男性を含めた社会全体の
働き方や意識の改革が必要です。そのため、家事や育児など男性の家庭への参画や女性の
職業生活での活躍を促進することを目的に、ワーク・ライフ・バランス及びキャリアデザインを
考える大学生向けワークショップを開催します。

○大学生向けワークショップの開催　事業費　1,043千円

大学生のワーク・ライフ・バランスやキャリアデザインへの意識を高めるため、ワーク・ライフ・
バランスに積極的な企業の管理職による取組紹介や、社会人の先輩（ロールモデル）と
交流するワークショップを開催します。

・財源措置

地域女性活躍推進交付金（国）　事業費の１／２

・将来のコスト負担（千円）

国の動向などを踏まえて事業を検討するため、現時点では未定です。

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 市民生活部 課名 男女共同参画課 様式２
単位：千円

事業名 ワーク・ライフ・バランスやキャリアデザインを考える大学生向けワークショップ

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 1,043 1,043 

特 定 財 源 521 521 

一 般 財 源 522 522 

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出

【 そ の 他 】

歳 入



【対象】 小学校5～6年生

【人数】 30人程度／コース

【体験プログラム（予定）】
○Aコース（身体を動かす＋学び）

・Noismからだワークショップ 会場：りゅーとぴあ（劇場）
・eスポーツ体験 会場：NSG esportsスタジアム
・歴史的建造物等の学び、茶道体験など 会場：旧齋藤家別邸

○Ｂコース（ものづくり＋学び）
・漫画家体験 会場：マンガの家
・アーティスト・イン・レジデンス滞在アーティストによるワークショップ

会場：ゆいぽーと
・食文化、花街文化などの学び 会場：鍋茶屋

・財源措置 一般財源：500千円

・将来のコスト負担（千円）

500

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入
歳 出 500 500 500

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

R9年度

次世代を担う子どもたちの、本市の文化や歴史、その関連施設への興味・関心を醸成すること、ま
た事業を通じた施設の魅力の磨き上げを目的に、学校の課外授業ではできない体験等を盛り込ん
だツアー形式のプログラムを実施します。

【事業内容】

一 般 財 源 500 500 

特 定 財 源

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 500 500 

事業名 子ども向け文化プログラム体験事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 文化スポーツ部 課名 文化政策課

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



（１）一体的な周遊を促す仕組みの構築
（２）アクセス改善・向上
（３）新たな観光コンテンツ・旅行商品の開発
（４）広域データ分析

・財源措置
なし

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 観光・国際交流部 課名 観光推進課

事業名 佐渡連携誘客事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 20,000 20,000 

特 定 財 源

一 般 財 源 20,000 20,000 

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

【事業内容】

R9年度

「佐渡島の金山」の世界遺産登録を見据え、佐渡市との連携を強化し、一体的な周遊を促す仕組
みの構築などを推進することにより、交流人口の拡大を図り、地域経済活性化につなげます。

歳 出 20,000 20,000 20,000 20,000

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入



・財源措置
家庭ごみ処理手数料（有料指定袋）収入

・将来のコスト負担（千円）

R9年度R8年度R7年度R6年度

委託事業（要求額8,000千円は導入前との差額分を計上）
　○資源米の生産からバイオマスプラスチックの製造

　○資源米を使用したバイオマスプラスチックを原材料としたごみ指定袋の導入
　　対象：　家庭系燃やすごみ指定袋２０ℓ　年間約８００万枚分

　　　　　 　温室効果ガス削減効果　年間256 t-CO2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（カーボンニュートラル）

脱炭素社会の実現に向けて、石油由来プラスチックの代替として、市内で生産された
「お米（資源米）」を原材料とするバイオマスプラスチックを使用したごみ指定袋を導入
し、市民のプラスチック削減に対する意識醸成を図ります。

16,000 16,000 未定 未定
歳 出

バイオプラ製指定ごみ袋　導入状況
　○政令市：　京都市、名古屋市、北九州市、岡山市
　○県　内：　上越市、南魚沼市、湯沢町

未定16,000 16,000 未定
歳 入

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 環境部 課名 循環社会推進課

事業名 脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 8,000 8,000 

特 定 財 源 8,000 8,000 

一 般 財 源

【事業概要】

【事業内容】

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】



・財源措置
一般財源：500千円
特定財源：500千円（地方創生推進交付金）

・将来のコスト負担（千円）

他都市の事例（長野県松本市）
　寄付された野菜の重量（全量子ども食堂へ提供）
　　R1：12回　1036.3 kg
　　R2：24回　1582.8 kg
　　R3：24回　2156.6 kg

【 そ の 他 】

歳 出

未利用食品（賞味期限迫品、規格外品、収穫後廃棄品など）の有効活用に向け、地元農家・
家庭菜園から寄付された規格外の野菜や、余っている野菜等を、子ども食堂へ届ける仕組
みを展開します。

食品ロス削減、子どもの居場所づくり（子ども食堂）の両方の課題に取組むとともに、SDGｓの
普及にもつなげていきます。

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
歳 入

【事業概要】

【事業内容】

一 般 財 源 500 500 

特 定 財 源 500 500 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 1,000 1,000 

事業名 SDGsに向けた食品ロス削減＆子ども食堂支援事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

課名 循環社会推進課 様式２
単位：千円

【補助事業】
　拠点立ち上げのサポートとして、物品購入費を補助
　
　○毎月2回程度、未利用食品（野菜・お米など）を集め、子ども食堂へ提供
　○関係者が各々自走できる体制の構築

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 環境部



・財源措置

・将来のコスト負担（千円）

11,559
13,210

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入 10,067 10,813 11,559
歳 出 11,505 12,357 13,210

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

【事業内容】

R9年度

①フレイルチェックの実施
②フレイルサポーターの養成（フレイルチェックの運営ボランティア）
③フレイルトレーナーの養成（フレイルサポーターの指導役、理学療法士）
④フレイルガイドブックの作成・配布
⑤フレイルサポーターステップアップ研修の実施（新規）

　健康な状態と要介護状態の中間であるフレイル（虚弱）を予防し、健康寿命を延伸するため、R1
年度に東京大学高齢社会総合研究機構と連携協定を締結し、順次実施地域を拡大しており、R4年
度までに西区を除く7区でフレイルチェックを実施しています。
　R5年度は8区すべてで実施する予定であり、全区実施に合わせ、フレイルサポーターや運営体制
の強化を図り、取組みをさらに推進します。

特定財源（国，県，支払基金，第1号被保険者介護保険料）87.5％，市12.5％

一 般 財 源 1,332 784 548 △ 784 

特 定 財 源 9,321 5,489 3,832 △ 5,489 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 10,653 6,273 4,380 △ 6,273 

事業名 フレイル予防事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 福祉部 課名 地域包括ケア推進課

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



・財源措置
児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金

・ヤングケアラー支援体制強化事業（ヤングケアラー支援体制構築モデル事業）　補助率 ２／３
300,000円　×　2/3　＝　200,000円

・児童虐待防止対策支援事業（児童虐待防止等のための広報啓発等事業）　補助率 １／２
1,500,000円　×　1/2　＝　750,000円

・将来のコスト負担（千円）

・新潟県が、令和４年度から２名のヤングケアラーコーディネーターを配置
※県の設置目的は、市町村支援であり、具体的なケース支援は行わないとのこと。

○ヤングケアラーについて、支援者向け研修会の企画・講師などを実施するほか、普及啓
発のための広報も実施する。

1,800 1,800 1,800 1,800

【 そ の 他 】

※今後、ヤングケアラーの実態把握を行っていく中で、潜在的な支援対象者の掘り起こし
が進み、数の把握ができたところで、適正な人員配置の数について再度検討する予定。

歳 入 950 950 950 950
歳 出

【事業概要】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

ヤングケアラーを適切な福祉サービスにつなぐ機能の強化を目的に、「ヤングケアラー・
コーディネーター」を配置し、各区でのヤングケアラーに関する支援への助言を行うほか、
広報啓発、研修企画・講師などを行います。

【事業内容】 ○ヤングケアラーに対する支援を専門に、各区で把握した支援ケースにおいて、支援計画
などの立案を補助する「ヤングケアラーコーディネーター」を配置する。

一 般 財 源 850 850 

特 定 財 源 950 950 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 1,800 1,800 

事業名 ヤングケアラー支援事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 こども未来部 課名 こども政策課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



・財源措置

なし

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 こども未来部 課名 こども家庭課

事業名 妊産婦医療費助成

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 89,543 738 88,805 △ 738 

特 定 財 源

一 般 財 源 89,543 738 88,805 △ 738 

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

R9年度

　一部負担金：入院　1,200円/1日
　　　　　　　  　　通院　530円/1日（同月中に同一医療機関で5回目以降の受診は0円）
                     　調剤薬局　0円
　助成期間：申請日の翌月から出産日の翌月末まで

　※自然分娩、医療行為を目的としない帝王切開（出産日を調整するために希望して行うもの等）
　　 等の出産費用については、保険診療に含まれないため、本事業の助成対象外

　新潟市に住民登録のある全ての妊産婦に対し、保険診療分の医療費の一部を助成します。

【事業内容】

歳 出 89,543 89,543 89,543 89,543

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入



・財源措置

妊娠・出産包括支援事業費補助金（国補助金）　補助率1/2

・将来のコスト負担（千円）

※各ケア1日（回）目は、自己負担無し（無料）とする。
　各ケア2日（回）目以降は、上記のとおり利用料の一部を自己負担として支払う。

18,443
36,886

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入 18,443 18,443 18,443
歳 出 36,886 36,886 36,886

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

R9年度

訪問ケア

　家族等から十分な家事、育児の援助が受けられない産婦及び生後6か月未満の児で、かつ産後
に心身の不調又は育児不安等がある者に対し、産院や自宅等で出産後の身体・乳房管理や生活
面の指導、沐浴・授乳等の育児指導、その他必要とする保健指導をより気軽に受けられるよう、利
用料の一部を助成します。

【事業内容】

一 般 財 源 18,443 2,020 16,423 △ 2,020 

特 定 財 源 18,443 2,020 16,423 △ 2,020 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 36,886 4,040 32,846 △ 4,040 

事業名 産後ケア事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 こども未来部 課名 こども家庭課

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

　出産後の育児やからだの回復に不安のある方に退院後、委託医療機関等に宿泊又は日帰りで
滞在してもらい、保健指導等を行う。もしくは、自宅に委託助産師等が訪問し、訪問指導等を行う。

宿泊ケア デイケア

利用期間 7日 通算で7日（回）

500円/回

0円/回

自
己
負
担
※

一般世帯

非課税世帯

2,500円/日

0円/日

1,500円/日

0円/日



※保育料等：保育料、副食費

・財源措置

一般財源

・将来のコスト負担（千円）

他政令市の状況（第3子無料化について）

歳入

歳出

合計 △ 306,366,660 △ 96,842,000

合計

保育委託料
施設型給付事業

保育料分児童福祉施設使用料

歳 出 259,784

制限なし さいたま市、堺市、神戸市

【 そ の 他 】
多子計算に係る年齢上限

R8年度 R9年度

都市名
18歳未満 名古屋市、熊本市

歳 入 △ 306,367 △ 306,367 △ 306,367 △ 306,367

【事業概要】

【事業内容】

259,784 259,784 259,784

R6年度

拡充

R7年度

一 般 財 源 566,151 379,364 186,787 △ 379,364 

特 定 財 源 △ 306,367 △ 209,525 △ 96,842 209,525 

新規・拡充等 拡充
事 業 費 259,784 169,839 89,945 △ 169,839 

事業名 多子世帯の保育料等軽減事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ

部・区名 こども未来部 課名 保育課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

地域型給付事業

A,B
A,B
C

C
D
E

△ 162,024,180
△ 11,785,500民生費雑入

民生費負担金

保育料・副食費分 歳出の増

歳入の減
副食費分 歳入の減
保育料分

89,944,900

△ 48,790,100

7,200,300
77,457,100
5,287,500

△ 41,477,400
△ 6,574,500

△ 132,556,980

9,477,000
230,235,640
20,070,850

259,783,490

保育料・副食費分 歳出の増
歳出の増

歳入の減

副食費分

金額（円）施設 うち拡充分事業名

条件区分

無料

副食費

－

免除

保育料

現在、第2子及び第3子以降の児童を対象とした、国基準を上回る市独自の保育料等軽減策を実
施していますが、多子世帯の経済的負担のさらなる軽減を目的に、第3子以降の保育料等無償に
ついて対象条件を拡大します。

現行

免除

現在、施設区分に応じて、保育料の歳入及び給付による歳出を下記事業により行っています。多子
世帯の保育料等軽減により、保育料等を市が徴収する施設（市立・保育園A、市立・認定こども園B、
私立・保育園C）については歳入の減となり、また、保育料等を施設が徴収する施設（私立・保育園C、
私立・認定こども園D、私立・地域型E）については歳出の増となります。対応する事業及び影響額は
下記のとおりです。

第3子

教育・保育施設等の同時在園

多子計算年齢制限を小学校3年生まで
（国基準は小学校就学前）

第3子
多子計算年齢制限を18歳未満まで
（国基準は小学校就学前）

無料

第2子
保育料を１／４

（国基準は１／２）



・財源措置
保育対策総合支援事業費補助金（国） 50,400千円

・将来のコスト負担（千円）

【 そ の 他 】

歳 入
歳 出 150,314 149,001 147,521 146,577

【事業概要】 保育現場の業務改善・効率化、労働環境を改善するとともに、市民（保護者）の利便性を高め、保
育の質の向上を図ることを目的に、市立保育園等に保育園業務支援システムを導入します。

【事業内容】

市立保育園等に、保育に関する計画、記録、保護者との連絡（連絡帳、出欠確認等を含む）、園児
の登降園状況を管理できる業務支援システムを導入します。

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 123,489 123,489 

特 定 財 源 50,400 50,400 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 173,889 173,889 

事業名 市立保育園等への業務支援システム導入事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 こども未来部 課名 保育課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



・財源措置
・地方創生推進交付金 ： （１）の事業費の1/2
・都市空間デジタル基盤構築支援事業 ： （２）の事業費の1/2

・将来のコスト負担（千円）

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

【事業概要】

【事業内容】

事業者のＤＸ推進と新規事業開発の促進を目的に、異分野・異業種の企業や人、技術やデータな
どを繋ぐプラットフォームを構築し、共創によるイノベーション創出を目指すとともに、ＸＲ等の新技術
を活用した新市場開拓と次世代デジタル人材を育成します。

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 56,500 18,500 38,000 △ 18,500 

特 定 財 源 56,500 33,500 23,000 △ 33,500 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 113,000 52,000 61,000 △ 52,000 

事業名 ＤＸ推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 経済部 課名 成長産業・イノベーション推進課

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

歳 出 113,000 113,000 113,000

（１）DXプラットフォーム推進事業　　40,000千円
　①イノベーター人材の発掘、育成　15,000千円
　　事業をゼロから創造する人材を育成します。
　②新事業領域支援事業　10,000千円
　　新事業開発における事業領域を明確化するため、ニーズの発掘や地域課題を把握する場を
　　設けると共に、特に公共性や収益性が確認された事業について事業化を支援します。
　③概念実証支援補助金　15,000千円
　　新事業開発を加速させるため、事業実行フェーズにおける実証を支援します。

（２）デジタル関連産業推進事業　　73,000千円
　VR、AR、MR等の仮想空間の表現技術を活用し、企業と市民の新しい経済活動と表現の場を
　創出します。
　①XR基盤の整備　48,000千円
　　 企業や市民の新しい活動の場（XRプラットフォーム）を整備します。
　②ＸＲコンテンツ実装事業補助金　15,000千円
　　 市内企業が仮想空間で展開する新たなサービスの実装を支援します。
　③XR人材の育成　 10,000千円
　 　XRを活用し、地域、企業の課題を基に事業を創造する人材を育成します。

歳 入 56,500 56,500 56,500



商店街が多様化する消費者ニーズに応え、商店街エリアの集客や消費促進、賑わい創出を
図るための取り組みを支援するとともに、複数の商店街等による連携を推進します。

・財源措置
一般財源　77,000千円

　
・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 経済部 課名 商業振興課 様式２
単位：千円

事業名 つながる商店街支援事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 77,000 45,194 31,806 △ 45,194 

特 定 財 源 6,000 △ 6,000 △ 6,000 

一 般 財 源 77,000 39,194 37,806 △ 39,194 

【事業概要】

【事業内容】 区分 補助対象者 補助対象事業 補助率等

連携
以下①～③を含む者で
構成する連携体

商店街エリアの集客、消費促進、賑わ
い創出のために行う事業

【新規需要を創る取り組み】
　・宅配、送迎、出張販売
　・買い物時の一時保育
　・マイバック運動、エコポイント

【集客、消費促進】
　・商品券、クーポン
　・イベント
　・情報発信

【調査・分析】
　・アンケート、ヒアリング
　　消費動向、マーケティング

率2/3
商店街団体数×30万円
(上限150万円)

単独
①商店街(法人・任意)
②商工会、商工会議所
③商業者グループ

率1/2
(上限50万円)

外部連携
モデル

商店街と連携する
本社又は支社のある事
業者

率2/3
(上限300万円)

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出 77,000 77,000 77,000 77,000

【 そ の 他 】

歳 入



・財源措置
地方創生推進交付金　：　（1）～（4）事業費の１／２
一般財源　：　（5）事業費

・将来のコスト負担（千円）

【 そ の 他 】

歳 入 5,500 5,500 5,500 5,500
歳 出 28,200 28,200 28,200 28,200

【事業概要】 　従来の企業誘致活動に加え、民間活力を導入し、首都圏等に本社を有する企業を対象に、市内
民間施設を活用した事業活動支援、市内企業や各種学校との連携などにより、本市のビジネス環
境を体験いただくことで企業誘致を推進します。

【事業内容】 業務委託内容　（ プロポーザルによる業者選定を想定 ）
　（1）にいがた2kmエリア内に、本市のビジネス・生活環境を体験できるコワーキングスペース用意
　（2）首都圏等に本社を有する企業へのプロモーション
　（3）当事業を紹介するホームページの作成及び運営
　（4）地元企業や教育機関等との連携のためのマッチングコーディネーター配置
　（5）コワーキングスペース滞在期間中に要する費用の一部助成

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 22,700 22,700 

特 定 財 源 5,500 5,500 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 28,200 28,200 

事業名 企業誘致促進事業＠新潟サテライトオフィス

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 経済部 課名 企業誘致課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



・財源措置
一般財源　１０，０００千円　（既進出企業への支援分）

・将来のコスト負担（千円）

【 そ の 他 】

歳 入
歳 出

【事業概要】 令和4年度に制度拡充したIT企業の地方拠点誘致事業に加え、業種を問わず本社機能の誘致を
促進するため、令和5年度より補助内容を拡充し、更なる税収増や雇用創出を図ります。

【事業内容】 （1）設備投資型　＊市内全域対象
　①設備投資補助
　　（ア）移転型　投下固定資産額×20％（限度額5億円）
　　（イ）拡充型　投下固定資産額×10％（限度額3億円）
　②雇用促進補助（限度額5,000万円/年）
　　・正規雇用　100万/人　※U・Iターン・新卒者は50万円加算措置あり
　　・非正規雇用　25万/人
　　・役員の本市への住民票異動　100万/人

（2）オフィス型　＊にいがた2kmエリア対象
　①事業所賃料補助　賃借料×3/4×5年間（限度額5,000万円/年）
　②雇用促進補助（限度額5,000万円/年）
　　・正規雇用　100万/人　※U・Iターン・新卒者は50万円加算措置あり
　　・非正規雇用　25万/人
　　・役員の本市への住民票異動　100万/人
　③開設準備補助　設備購入費×1/2、移転運搬費×1/2（限度額1,000万）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 10,000 5,000 5,000 △ 5,000 

特 定 財 源

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 10,000 5,000 5,000 △ 5,000 

事業名 本社機能施設立地促進事業補助金

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 経済部 課名 企業誘致課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



総務省の地域おこし協力隊制度を活用し、隊員の経験やスキルを活かして本市への呼び込み
を強化し、テレワーカーの移住・定住を促進します。

地域おこし協力隊を活用し、本市でのテレワークの実践を通した情報発信、イベント企画、
首都圏企業でのPRなどにより、テレワーカー移住者を本市へ呼び込みます。

呼び込んだテレワーカーのコミュニティを構築し、移住者から企業内でPRしてもらうなど、
さらに移住者を呼び込む仕組みを作り、移住・定住を促進します。

委託料　14,610千円
　 うち、地域おこし協力隊の活動に要する

募集・採用にかかる経費 2,000千円
報酬 5,520千円
活動にかかる経費 7,090千円

・財源措置
・地域おこし協力隊の活動に関する経費は特別交付税として措置。
・地方創生推進交付金：特別交付税措置額を除く事業費の1/2

・将来のコスト負担（千円）

※R6年度からは地域おこし協力隊の活動に要する経費に加えて、移住促進特別支援金
【テレワーク要件】（R6：10,000千円　R7：11,500千円）を計上しています。

【 そ の 他 】

歳 入 - - - -
歳 出 26,809 28,309 - -

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 14,060 14,060 

特 定 財 源 550 550 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 14,610 14,610 

事業名 テレワーカー移住・定住促進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 経済部 課名 雇用・新潟暮らし推進課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



外部副業人材と市内事業者とのマッチングを行うことで、外部人材の関係人口創出を図る
とともに、市内企業の機運醸成を図り、活用を促進することで企業の課題解決につなげます。

首都圏の副業人材と市内事業者が抱える課題のマッチングを促進し、関係人口を創出
します。

持続的な運用に向けて地域おこし協力隊を活用し、関係人口が新たな関係人口を呼び込む
好循環を生み出します。

委託料　32,680千円
　 うち、地域おこし協力隊の活動に要する

報酬 2,453千円
活動にかかる経費 2,010千円

・財源措置
・地域おこし協力隊の活動に関する経費は特別交付税として措置。
・地方創生推進交付金：特別交付税措置額を除く事業費の1/2

・将来のコスト負担（千円）

【 そ の 他 】

歳 入
歳 出

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 18,572 18,572 

特 定 財 源 14,108 14,108 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 32,680 32,680 

事業名 副業関係人口創出事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 経済部 課名 雇用・新潟暮らし推進課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



○　農業ＤＸ普及加速化支援事業

○　提案型モデル事業

①　新規モデル事業支援

②　ＳＤＧｓモデル事業の普及支援

・財源措置 地方創生推進交付金（国） 8,044千円
新潟市農業成長産業化基金 5,044千円

・将来のコスト負担（千円）

・持続可能な農業の実現を目的に、農業ＤＸによる生産性・収益性の向上を図るとともに、農業にお
ける脱炭素化や環境負荷低減に向け農業者が提案するモデル事業を支援します。
・モデル事業の全市展開や、農業ＤＸのさらなる普及に向けた支援を行います。

【事業内容】

歳 出
歳 入

営農管理アプリやリモートセンシングなどデータに基づく農業生産管理に取組む費用を支援
　補助金　1件につき上限補助額200千円（補助率1/2）
　予算　　 4,000千円（200千円×20件）

農業者が企業等と連携して行う、農業ＤＸや環境保全型農業の提案型の実証事業を支援
　補助率　1件につき上限補助額2,000千円（補助率1/2）
　予算　　 補助金　10,000千円（2,000千円×5件）
　　　　　　  審査会報償費　　88千円

農業者が既に採択されたモデル事業を新たに実施する場合の初期費用を支援
　補助率　1件につき上限補助額200千円（補助率1/2）
　予算　　 補助金　2,000千円（200千円×10件）

R6年度 R7年度 R9年度

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 農林水産部 課名 農林政策課

事業名 農業脱炭素・ＳＤＧｓ推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 16,088 16,088 

特 定 財 源 13,088 13,088 

一 般 財 源 3,000 3,000 

未定 未定
13,088 13,088
16,088 16,088

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

【事業概要】

R8年度



・財源措置
新潟市農業成長産業化基金 5,760千円

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 農林水産部 課名 農林政策課 様式２
単位：千円

事業名 新規就農者支援事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 46,507 46,507 

特 定 財 源 5,760 5,760 

一 般 財 源 40,747 40,747 

【事業概要】 新規就農者の定着と、意欲ある担い手の育成のため、農業法人等の職員の技術・知識習得のための
研修や、労働環境改善のための取組を支援します。あわせて経営基盤が不安定な新規就農者が早期
に経営安定化できるよう、施設整備や土地改良費への支援を行うほか、産地を維持・発展させるため、
親元就農者に対し、経営資源の円滑な継承を支援します。

【事業内容】
区分 内容 予算額（千円）

就農者への研修機会
支援

・研修・資格取得・経営に関する講座への参加費
用支援
・研修代替職員費用支援
・労働環境改善への取組支援
・新規就農者の研修費用支援
・就農研修支援

23,507

就農サポート事業

・就農・就業体験研修時の宿泊費支援
・既存施設、設備の修繕等にかかる経費支援
・農地にかかる経費支援 13,000

親元就農支援 ・農家子弟の就農支援 10,000

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
未定 未定

歳 出 46,507 46,507 未定 未定

【 そ の 他 】

歳 入 5,760 5,760



1　実施時期
令和5年10月　土曜日・日曜日（2日間）

２　事業実施主体
　 民間事業者への業務委託

３　会場
万代地区において、市内８区より食と花の魅力を集結して開催。

にいがた2ｋｍ食花マルシェ2023　運営業務委託料 12,848千円

【主な内訳】
１　会場設営費　9163千円
２　事務局運営費　825千円
３　その他（広報費、スタンプラリー、人流調査、イベント保険　等）　2,860千円

・財源措置
地方創生推進交付金（国）

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 農林水産部 課名 食と花の推進課 様式２
単位：千円

事業名 にいがた2km食花マルシェ2023

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 12,848 9,000 3,848 △ 9,000 

特 定 財 源 6,424 4,500 1,924 △ 4,500 

一 般 財 源 6,424 4,500 1,924 △ 4,500 

【事業概要】 　「食」と「花」に関わる物販や飲食などが詰まった都市空間を実現し、"にいがた2㎞"エリアのまち
の賑わい創出や地元農産物等の消費拡大を目的に、万代地区において8区連携により本市の強
みである「食」と「花」を市内外に向けて発信する「にいがた2ｋｍ食花マルシェ2023」を開催します。
　前年より食と花、8区の連携を強化し、新たな魅力を醸成します。

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
歳入 6,424
歳出 12,848

【にいがた2km食花マルシェ2023開催に向けた他部局との連携】
・にいがた2ｋｍに関連して開催する各事業との連携を図り、相互に相乗効果を図ります。【 そ の 他 】



・財源措置
なし

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 農林水産部 課名 食と花の推進課 様式２
単位：千円

事業名 農産物販売力強化促進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 20,000 3,700 16,300 △ 3,700 

△ 3,700 

特 定 財 源

一 般 財 源 20,000 3,700 16,300 

【事業概要】

【事業内容】 １　国内市場の販路開拓
　国内市場では、市内JAと設立した「園芸作物販売戦略会議」を中心に、県と足並みを揃え、首都圏の
ほか関西圏、中京圏などにおける園芸作物の販路開拓・販売促進に向けたプロモーションに取り組み
ます。
○県と連携した販促プロモーション　【8,000千円】
　　　・首都圏のほか関西圏、中京圏などの百貨店やスーパーマーケットで「新潟フェア」を開催
　　　・「新潟フェア」実施店舗での消費者向けトップセールスの実施
　　　・首都圏市場での市場関係者向けトップセールスの実施

２　海外市場の販路開拓
　海外市場では、県やジェトロ新潟、市内JAなどと連携し、輸出に関する最新の情報や知識を共有しな
がら、コメをはじめとした市内産農産物や加工品の輸出促進に取り組みます。
　○県と連携した販促プロモーション　【12,000千円】
　　　・市内産農産物や加工品の輸出を行い、海外店舗で「新潟フェア」を開催
　　　・海外バイヤーの招聘
　　　・輸出事業者との意見交換、輸出関連見本市への出展

　儲かる農業の実現に向けて、県や市内JAなどと連携を図りながら、国内及び海外市場の新たな販路
を開拓することで、市内産農産物の販売額増加や生産者の所得向上を目指します。

20,000 20,000

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
歳 入

【 そ の 他 】

歳 出 20,000 20,000



これまで取り組んできたアグリパーク等における農業体験学習をさらに充実させることで、
食や農の産業を支える人材の育成を目指すため、令和4年度から「食と農のわくわくSDGs学習」に
取り組んでいます。

小学校高学年から大学生までの学習において、食と農に関して主体的な学びによる
課題解決を図るための新たなプログラムの作成や学習環境を整えます。

令和4年度は、実践校による情報収集を行い、プログラム案の作成や全市展開を図るための
仕組みづくりにおける課題の洗い出しを行いました。

令和5年度は、新たなプログラムの実践にかかる支援や学習環境の整備を行います。

・モデル校による新たなプログラムの実践にかかる支援
⇒　専門家による外部講師の派遣、校外学習にかかる移動費助成など 2,800千円

・学習環境の整備
⇒　アーカイブ動画制作、アグリパークの環境整備など 11,200千円

・財源措置
・地方創生推進交付金（国） 3,000千円
・新潟県農林水産業総合振興事業費補助金（県） 2,400千円

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 農林水産部 課名 食と花の推進課 様式２
単位：千円

事業名 食と農のわくわくSDGs学習推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 14,000 3,000 11,000 △ 3,000 

特 定 財 源 5,400 3,000 2,400 △ 3,000 

一 般 財 源 8,600 8,600 

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出 6,000 6,000 6,000 6,000

【 そ の 他 】

歳 入 3,000 3,000



・財源措置
・地方創生推進交付金(国) 千円

・将来のコスト負担（千円）

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入 38,075 10,075
歳 出 76,150 20,150

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

【事業内容】

R9年度

「新潟都心の都市デザイン」の具現化に向け、「にいがた２ｋｍ」の魅力と価値の向上を目的に、新
潟駅・万代地区周辺の将来ビジョンの具現化の取組や、人中心のウォーカブルな空間づくりなど、
居心地がよい歩きたくなる都市空間の形成と都市活動の活性化を図り、多様な人が集い、交流が
生まれ、民間投資が誘発される取り組みを推進します。

【新潟駅・万代地区周辺将来ビジョン推進事業】
　令和４年度に作成する将来ビジョンの具現化に向けた取り組みを推進するため、エリアプラット
フォームの運営支援や、エリアの意識啓発等を実施します。（13,150千円）

【東大通　人中心の空間づくり推進事業】
　新潟駅とまちをつなぐ象徴的な道路である東大通において、将来ビジョンで描いた将来の姿を可
視化し、沿道の建て替えにおける低層階の用途誘導や道路空間利活用を図り、人中心のウォーカ
ブルな空間づくりを推進するため、滞在空間及び賑わい創出に向けて官民連携による道路空間利
活用社会実験を実施します。（36,000千円）

24,575

一 般 財 源 24,575 2,000 22,575 △ 2,000 

特 定 財 源 24,575 22,000 2,575 △ 22,000 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 49,150 24,000 25,150 △ 24,000 

事業名 にいがた２ｋｍ都市デザインの推進

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 都市政策部 課名

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



○緑化意識向上に資する取り組み
フラワーハンギング等を設置することにより、都心部の緑化推進及び緑化意識向上に

取り組みます。

○白山公園150周年記念事業
日本の公園制度は明治6年1月に発せられた太政官布達第16号が始まりとされており、

令和5年はそれから150周年を迎える記念の年となります。白山公園は日本で最初の都市公園
の一つであることから、歴史を学び、まちなかの貴重な公園として、価値を再確認する事業を
実施します。

・財源措置
交付金事業【国1/2、市1/2】

【事業概要】 にいがた２ｋｍを中心に、都心部のみどり豊かな魅力ある空間形成を進めるため、既存の公園
や道路等の公共空間の利活用や、緑化意識向上に資する取り組みを実施します。

【事業内容】

【 そ の 他 】

一 般 財 源 12,500 12,000 500 △ 12,000 

特 定 財 源 12,500 12,000 500 △ 12,000 

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 25,000 24,000 1,000 △ 24,000 

事業名 緑のまちなか空間創造事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 土木部 課名 みどりの政策課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料



○家族や友人と、または一人でも、デイキャンプやBBQが楽しめる場の構築 【5,870千円】
 (1)　常設テント等購入 
 (2)　常設テント等監視業務（設置・撤去を含む）

 
○定期的な賑わい創出イベントの実施　【8,400千円】
 (3)　ビーチスポーツ、ビーチアクティビティ、水辺の体験教室等実施委託

○安全・快適に海浜空間を利用するための環境づくり　【3,160千円】
  (4)　海洋調査委託

 (5)　海岸清掃委託、ごみ収集運搬・処分委託
 (6)　バリアフリートイレ設置等委託
 (7)  砂浜用車いす購入

・財源措置
地方創生推進交付金（国）：事業費（上記(5)を除く）の1/2
海岸漂着物等地域対策推進事業費補助金（県）：対象経費（上記(5)）の7/10

・将来のコスト負担（千円）

※R6年度以降は、R5年度の効果検証の結果を踏まえて決定。
　将来的には、民間事業者が自主・自立的な事業運営ができるようになることを目指す。

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 中央区 課名 地域課

事業名 日和山浜魅力創出事業　～ハマベリング!!!～

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 17,430 17,430 

特 定 財 源 8,853 8,853 

一 般 財 源 8,577 8,577 

【事業概要】

【事業内容】

新潟駅や新潟空港、新潟バイパスからの交通アクセスもよく、良好な自然環境に恵まれた地域
資源である日和山浜を活用し、行政・民間企業・地域団体等と連携しながら、少子高齢化の進
行が著しい「しもまち」地域の地域振興、観光振興、定住促進に取り組みます。

歳 出

R9年度

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

R6年度 R7年度 R8年度
歳 入



障がい者の就労支援を目的に、地域内で商・農業者と障がい福祉事業所による連携体制を
構築し、仕事の受注、魅力ある授産品の開発や販路の拡大、情報発信ツールの創設に取り
組みます。

・財源措置
一般財源　　5,000千円

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 江南区 課名 健康福祉課 様式２
単位：千円

事業名 江南区商・農・福連携推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 5,000 150 4,850 △ 150 

特 定 財 源

一 般 財 源 5,000 150 4,850 △ 150 

【事業概要】

【事業内容】 １　担い手となる組織の立ちあげ

２　マッチングシステムの構築

３　魅力ある授産品の開発　

４　プロモーション　

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出 5,000 5,000 5,000 5,000

【 そ の 他 】

歳 入



想定受入人数：３０名、想定受入事業者数：６事業者
１．マッチングサイトへの業務委託

２．受け入れサポート業務委託

・財源措置
なし

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 西蒲区 課名 産業観光課

事業名 にしかんワーキングツーリズム

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 3,000 3,000 

特 定 財 源

一 般 財 源 3,000 3,000 

R6年度 R7年度 R8年度

【事業概要】

【事業内容】

R9年度

委託内容：特設ページ作成及び掲載費、掲載ページ作成費用等

委託内容：受入事業者候補への事業説明、受入事業者の体制整備、参加者への受入当日の同行　等

　人手不足で困っている農業者等と、それらの事業や地域に興味がある方々が出会える短期アル
バイトのマッチングサイトを活用することで、人手不足を解消します。また、来訪者に西蒲区の観光
などの魅力を知ってもらい、リピーターを増やし、将来的な移住につなげます。

720 720 575
歳 出 720 720 575

575
575

単位：千円

様式２

【 そ の 他 】

歳 入



　市立高等学校等の探究的な学習を充実させることにより、生徒の地元産業への理解が
進むとともに、地元への誇りと愛着の醸成を図ります。

　地域探究学習や課題研究(高校生が取り組む科学研究)では、地域の事業所や企業、行政機関
を訪問して地域社会の実態を取材する、実験材料や実験器具を用意して実験し自ら立てた仮説を
検証する、大学等の高等教育機関の専門家から研究に対する指導助言をもらう、といった活動が
欠かせません。
これらの活動に必要な学習環境をさらに充実させることで、外部機関等と連携した校外学習を行い
やすくなったり、より高度な課題研究に取り組めるようになるため、次の効果が期待されます。

・探究学習の一層の充実と高度化が図られ、市立高等学校等の魅力化・特色化が図られる。
・市教育コンソーシアムの活用が一層活性化し、「社会に開かれた教育課程」が推進される。
・地域企業や高等教育機関等との交流が活発になり、生徒の地元産業への理解が進むことで、
　地元への誇りと愛着が醸成される。また、将来、市内就労やＵＩＪターンにつながる。

　下記の費目について学習環境を充実させ、生徒の探究学習を支援します。
○事業費：3,000千円
○主な経費内訳
・探究学習講演会等開催経費
・フィールドワーク等実施経費
・コンソーシアムの枠組みで活用する備品等購入経費

・将来のコスト負担（千円）

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 教育委員会 課名 学校支援課 様式２
単位：千円

事業名 高等学校等探究学習推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 3,000 3,000 

特 定 財 源

一 般 財 源 3,000 3,000 

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出

【 そ の 他 】

歳 入



　個別の教育支援計画等についての作成システムを全市立学校園で導入することで、
特別な支援を必要とする子どもへの就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制を
整備します。

○導入スケジュール（予定）
R4年度 市内学校園14校において試験導入
R5年度 試験導入の拡充と効果検証
R6年度～ 効果検証を踏まえて本格実施を決定（実施規模等を含む）

　令和5年度は、試験導入を拡充し、試験導入学校園における効果検証を行うとともに、
本格実施に向けた作業を行います。

・財源措置
　国1/3　※交付初年度から3年限り

・将来のコスト負担（千円）

※R６年度以降は、R５年度の効果検証の結果を踏まえて決定

令和5年度当初予算の個別事業説明資料

部・区名 教育委員会 課名 特別支援教育課 様式２
単位：千円

事業名 個別の教育支援サポート事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 拡充

事 業 費 3,865 1,000 2,865 △ 1,000 

特 定 財 源 1,288 1,288 

一 般 財 源 2,577 1,000 1,577 △ 1,000 

【事業概要】

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳 出

【 そ の 他 】

歳 入



＜コミュニティ・スクール講座の開催＞
・対象：学校運営協議会委員、地域連携担当教員、地域教育コーディネーター等

・実施形態 ：区単位による集合研修（４～５回／年）

・実施内容（案）
基礎編講座
ファシリテーションの理解、実践
ゲームを通した現状理解と今後の活動を考えるきっかけづくり

など

・財源措置 一般財源

・将来のコスト負担（千円）

【 そ の 他 】

歳 入
歳 出 2,000 2,000

【事業概要】 「地域総がかり」による子どもの育成を充実させるためには、本市の強みである地域力・市民力を
更に活かし、コミュニティ・スクールの効果を高める必要があります。
そのため、コミュニティ・スクール講座を開催し、関係者（教員・地域・保護者等）の協働をデザイン
し、ファシリテートする機能を高めます。

【事業内容】

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

一 般 財 源 2,000 2,000 

特 定 財 源

Ｂ-Ｃ
新規・拡充等 新規

事 業 費 2,000 2,000 

事業名 地域とともにある学校づくり推進事業

R5要求額Ａ R5予算案Ｂ R4予算額Ｃ Ａ-Ｃ

部・区名 教育委員会 課名 教育総務課 様式２
単位：千円

令和5年度当初予算の個別事業説明資料


